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総務省の地域社会DX推進施策
～ Future-readyな社会を目指して～

令和８年６月１０日
総務省 情報流通行政局
地域通信振興課長
髙田 裕介



髙田 裕介（たかだ ゆうすけ）

• 平成12年に旧郵政省（現総務省）に入省し、主にICTの振興部門を歩む
• この間、自治体（岡山市役所）、民間企業（㈱電通）など出向も経験
• 直近は内閣官房で「能動的サイバー防御」の実現に向けた法制度検討を担当し、昨
年７月から現職
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 経済安全保障、食料安全保障、エネル
ギー・資源安全保障、健康医療安全保
障、国土強靱（きょうじん）化対策、サ
イバーセキュリティなどの様々なリスクを最
小化する「危機管理投資」。ＡＩ、半
導体、造船などの先端技術を花開かせ
る「成長投資」。

 そのために何より重要なことは、強い地
域経済の構築であり、「地域未来戦略」
を推進します。地域の特性に応じた地
域発のアイデア創出を募り、これまでの
地方創生の支援策や税制などの政策
ツールを最大限活用しつつ、大胆な投
資促進策と産業用地を含めたインフラ整
備とを一体的に講じます。

我が国の経済政策の方向性

（第221回国会総理施政方針演説）
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成長戦略の推進
（情報通信）



4成長戦略の検討体制

(出典）日本成長戦略会議（第2回）（令和７年12月24日）資料より



5官民投資ロードマップ



6情報通信関連の成長戦略WGの全体図と情報通信分野において重点化すべき技術
 情報通信は国民生活を支える公共基盤であり、あらゆる産業の成長を支える「インフラの中のインフラ」（他の１６の戦略分野を支えるイ
ンフラ）。

 情報通信の重要性は増す一方で、国際競争は激化し、グローバル市場における日本企業の売上シェアの低下、デジタル赤字の拡大など
我が国の置かれている状況は厳しくなっている。

 こうした状況下において、我が国として開発力・運用力・技術の蓄積を図ることが重要であり、戦略的に整備すべき領域には国としての関与
が必要。

 「インフラの中のインフラ」である情報通信を全空間で利用できるようにするために、「陸・海・空」のそれぞれについて、経済成長への寄与度、
経済安全保障上の重要性も踏まえ、重点技術を選定。
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成長戦略の推進
（自動運転）
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(出典）日本成長戦略会議（第2回）（令和７年12月24日）資料より

成長戦略の検討体制
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自動運転レベル 運転主体 ドライバー

レベル5 完全運転
自動化

シ
ス
テ
ム

無
人

レベル4 限定条件下で
完全自動化

レベル3 条件付き
運転自動化

有
人レベル2 部分運転

自動化
ド
ラ
イ
バ
ーレベル1 運転支援

商用車と乗用車の目指すルートの違い

無制限限定的 （交通環境、速度域、走行ルート、自然環境 など)

走行条件の
限定度合い

乗用車
走行ルート限定なし乗用車・商用車

LKA/FACC/AEBS※..

商用車
走行ルート限定

完全
自動運転ドライバー不足解消や

移動手段確保等の
社会課題解決

安全性向上や
ドライバーの疲労
低減等

LKA（Lane Keeping Assist）：車線維持支援システム。走行中に車線逸脱を検知すると、ステアリング操作を補助して車線内の走行を支援する機能。
FACC（Full-range Adaptive Cruise Control）：全車速追従型アダプティブ・クルーズ・コントロール。先行車との車間距離を保ちながら、低速から高速まで自動で加減速を行う機能。
AEBS（Advanced Emergency Braking System）：先進緊急自動ブレーキシステム。前方の車両や障害物との衝突の危険を検知し、警報および自動ブレーキにより衝突被害の軽減・回避を図る機能。

 自動運転の実現に向けては、以下の2つのアプローチにより、社会実装が進められている。
①【乗用車】ルート・地域を限定せずで、どこでも使える自動車として、自動運転のレベルを段階的に引き上げる
②【商用車（バス・タクシー・トラック）】特定のルート・地域に限定するなど、走行条件（ODD※）を限定して

「無人」自動運転を実現し、ドライバー不足解消や移動手段確保に寄与
※ODD(Operation Design Domain)：走行ルートや速度域,自然環境(昼夜,天候,気温..)等自動運転が行える領域 

レベル

※

社会的課題と自動運転の意義
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自動運転の実現を支える通信環境の確保やインフラ整備に向け、総務省では、各種予算事業を実施するとともに、ITS専用
の電波を用いる通信インフラに関して制度整備等を実施。

道路交通法により、無人自動運転
を行う場合は、自動運転車両の状
況及び周囲の道路交通状況を、映
像及び音声により確認することがで
きる遠隔監視装置を設置することが
義務付けられており、携帯電話網に
よる安定的な通信が必要

①自動運転の遠隔監視等のための携帯基地局の高度化（5G SA化）

③インフラと車両の通信による自動運転支援システムに係る有効活用と周波数確保

②地域での自動運転に必要となる通信の信頼性検証

令和７年度補正予算 地域社会DX推進パッケージ事業（自動運転レベル4検証タイプ）:129.3億円の内数

令和７年度補正予算 自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備事業： 5.0 億円

地域限定型の無人自動運転移動サービスの実装・横展開に当たって課題となる遠隔
監視システムその他の安全な自動運転のために必要な通信システムの信頼性確保
等に関する検証、自動運転の導入を検討する地域が参照可能なモデル集の改訂、
省庁・企業・自治体等が連携した官民連絡会を実施

令和８年度当初予算
自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整
備事業：3.8億円（国庫債務負担行為総額：80億円）
周波数ひっ迫対策技術試験事務：48.4億円の内数

交差点におけるインフラからの情報提供

自動運転関連予算事業 自動運転関連制度整備
①700MHz帯ITS通信の無線局免許人の拡大

多様の主体による700MHz帯ITS通信の有効活用の促進のため、700MHz帯ITS通信
に係る無線局免許人の範囲を「警察庁」のみから、「国、地方公共団体及び事業者
等」とする等の電波法関係審査基準（訓令）の改正を実施（令和7年12月23日施行）。

②5.9GHz帯V2X通信の周波数割当て

5.9GHz帯V2X通信システムの導入に向け、5.9GHz帯を使用している既存無線局の
全国的な周波数変更を電波法に基づく特定周波数変更対策業務により実施するた
めの制度整備として、既存無線局に係る使用の期限及び新たに導入する無線局を
定めるための周波数割当計画（告示）の改正等を実施（令和８年１月30日施行）。

総務省における予算事業・制度整備
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取組の
方向性

①政府が選定した「先行的事業化地域」等を重点的に通信インフラの整備拡充・高度化の施策や関連投資を強力に推進
②施策を実効的に進めるため、自動運転事業者と通信事業者による一層の連携・共創が重要
③「技術面」のみならず費用対効果を含む「事業面」も検討・考慮した、実証で終わらない事業モデル・エコシステムの構築が重要

通信
インフラ
の課題

＜携帯通信＞
基本的に「ヒト」の生活・活動を中心に設計・整備されており、「クルマ」
の走行空間における通信品質では一定の課題

社会実装に対応した商用ネットワークでの対策、事業モデル等が必要
・建物・木々、トンネル等の走行ルート周辺環境の影響による通信品質低下
・人によるスマホ利用が集中する場所・時間帯等での通信容量の逼迫
・帯域の狭いアップリンクでのOTAやデータ収集に対する通信容量不足 等

＜ITS通信＞
通信インフラの設置主体、実運用に必要な制度面・技術面の対応
費用対効果も踏まえた有効性の高いインフラの順次整備、対応機器
の普及等

・車両への信号情報等の提供を行うために必要となる調整等
・ITS通信＋各種センサー・AIのインフラの統一的な技術仕様の標準化
・インフラを設置・運用して対策すべきエリア・箇所とその費用対効果の検討 等

●5G携帯基地局の整備拡充・高度化（5G SA化）
●携帯通信の更なる品質向上策やインフラシェアリングの有効活用
●オール光ネットワーク（APN）やAI-RAN等の新技術による通信
インフラの高度化

●多様な主体によるITS通信インフラの整備・展開
●多様な通信手段(ローカル5G・衛星通信等)の有効活用・技術開発

①通信インフラの強化 ②実証から実装への橋渡し・エコシステム

●成長戦略の具体化状況を踏まえた自動運転と通信インフラに関する官民投資ロードマップ
●「自動運転×通信」について、特に事業モデル・エコシステム構築を中心に、重要テーマにフォーカスした「対話の場」等の設定
●我が国の自動運転/モビリティに活用される通信インフラを支え、国際競争力を踏まえた人材・技術の持続的な確保・育成

③基盤となる取組

●自動運転の通信利用の共通的な標準モデル等の整理
●自動運転の実装に対応し、持続可能性や横展開性も考慮した
通信インフラの事業モデル・エコシステムの設計・構築

●ITS通信インフラ展開に向けた関係省庁・主体の連携・制度的
対応等

●総務省事業を活用した実証から実装への橋渡し・インフラ整備等

施策の方向性

基本となる考え方 （※各取組を進める上で共通的に重要であり、①②③が相互に連携し有機的に連動することが重要）

課題解決に向けた取組の方向性
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地域未来戦略の推進
（地域AX）
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https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/fy2025/jinzai9.pdf

AX（AI transformation）とは
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人口減少や少子高齢化など、様々な課題に直面している中、国民生活に広く密接な関わりのある分野を所掌する総務省として、
「今の暮らしや未来への不安を希望に変え、強い経済を作る」との高市内閣の基本方針の下、次の取り組みを推進
〇 地方の大きな「伸び代」を活かすため、地域未来戦略の推進に向け、地域AXなどを推進
〇 強い経済の実現・経済安全保障の確保等に向け、情報通信等について、「危機管理投資」と「成長投資」を促進

地方の大きな「伸び代」を活かす

地方の大きな「伸び代」を活かし、強い経済を実現する

１７の戦略分野における「官民投資ロードマップ」に基づき、
「危機管理投資」と「成長投資」を促進

〇 情報通信については、

危機管理投資・成長投資

 ワット・ビット連携による、データセンターをオール
光ネットワークで接続するネットワーク基盤の構
築と地域でのAIサービス創出を推進

 非地上系ネットワーク(NTN)等の次世代ワイヤレス
の開発・実装、自動運転等の基盤整備を通じた需
要創出

〇 実写コンテンツの製作力強化・海外展開等を推進

〇 サイバーセキュリティの研究開発・人材育成・情報分析、
国産技術・国内産業の育成に資するエコシステム形成支援、
偽・誤情報対策等の利用環境整備

自治体セキュリティの実効性確保に向けた抜本的対策強化
（サプライチェーン・リスク対策、インシデント対応強化に向けた基盤整備等）

DCDC

NTN

敷設・保守船

強い経済の実現

 海底ケーブルの敷設・保守体制の確保、多ルート化や
陸揚局の地方分散等による、「ハブ」機能の維持・拡大

地域AXの推進

地域の
中核企業

地域への波
及

〇 令和8年度地方財政計画に計上した地域未来基金
費も活用し、それぞれの地域の実情に応じ展開

〇 併せて、自治体AX・消防AXを推進

ウイスキーのブレンドに
AIを活用

○ 地域の中堅・中核企業（コネクター・
ハブ）におけるAI導入を一気呵成に進め、
「大企業を一気に追い抜く」ための支援の
強化に向け、「地域AX」を推進。地方の

地域未来戦略

ローカル5G等を活用した
地域鉄道AIインフラ保守

 地域未来戦略の一環として都道府県等が策定する
「地域産業クラスター計画」等に、地域の中堅・中
核企業におけるAI活用が盛り込まれるよう伴走支
援

 ローカル10,000プロジェクトに「地域AX特別枠」
（仮称）を設け、地域内外に拡がりが期待できるよ
うな、AIを活用した地域密着型の新規事業立上げ
を支援

 地域社会DX推進パッケージ事業に 「地域AX先導
タイプ」（仮称）を設け、AI等のデジタル技術を活
用した先進的な地域課題解決プロジェクトの創出
を支援

伸び代を成長に転換

4/28 経済財政諮問会議
林総務大臣プレゼン資料



15地 域 社 会DX推 進 パ ッ ケ ージ事 業

【事業の概要】
 人口減少・少子高齢化や経済構造変化等が進行する中、持続可能な地域社会を形成するには、
デジタル技術の実装（地域社会ＤＸ）を通じた省力化・地域活性化等による地域社会課題の解
決が重要。

 本事業では、地域社会D Xを加速させ、強い地方経済の実現などにも貢献するため、デジタル人材 /
体制の確保支援、 A I ・自動運転等の先進的ソリ ューシ ョ ンや先進的通信システムの実証支援、地
域の通信インフラ等整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装の好事例を創出すると と
もに 、効果的・効率的な情報発信・共有等を実施することで、全国における早期実用化を促進。

① デ ジタル 人 材 ／ 体 制 の 確 保 支 援
1 . 計 画 策 定 支 援    デジタル実装に必要となる地域課題の整理、導入・運用計画の策定に対する専門家による助言
2 . 推 進 体 制 構 築 支 援   都道府県を中心とした持続可能な地域のDX推進体制の構築を支援
3 . 地 域 情 報 化 ア ド バ イ ザ ー  地域情報化アドバイザーによる人材の育成・供給を支援

デジタル技術を活用して地域課題の解決を図るために必要な通信インフラなどの整備を支援

③ 地 域 の デ ジタル 基 盤 の 整 備 支 援 （ 補 助 ）好事例の創出・実用化

衛星通信や光電融合技術をはじめとする新しい通信技術などを
活用した先進的なソリューションの実用化に向けた実証

先 進 的 通 信 シ ス テ ム 活 用 タ イ プ

② 先 進 的 ソ リューショ ンの 実 用 化 支 援 （ 実 証 ）

地域の通信システムを活用した、
AI・自動運転等の先進的なソリューションの実証

A I ・ 自 動 運 転 検 証 タ イ プ
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地 域 社 会DX推 進 パ ッ ケ ージ事 業

【② -１ 先進的通信システム活用タイプ】（予算： 2 6億円程度）

衛星通信やオール光ネットワークをはじめとする新 し い 通 信 技 術を活用した、次の社会実証
を支援します。
a )全国の各地域が共 通 に 抱 え る 地 域 課 題 の 解 決に資する先進的なソリューション
b )特に地域の人材不足に起因する課題解決のための、地 場 企 業 の 事 業 活 動 の 効 率 化 ・

合 理 化に資する先進的なソリューシ ョン

＜実施形態＞
請負（定額）

＜実施主体＞
地方公共団体、企業・団体など

＜対象となる通信技術＞
・衛星直接通信
・APN（オール光ネットワーク）
・HAPS（成層圏プラットフォーム）
・Wi-Fi HaLow／7
・ローカル５Ｇ

などの新たな通信技術※

※上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

＜提案評価の観点例＞
 全国の各地域が共通に抱える課題の解決に資するものであるか 又は

地場企業の事業活動の効率化・合理化に資するものであるか
■ 新しい通信技術を活用するものであるか

  （当該通信技術を選択することに関する他の通信技術との比較分析 など）

■ 費用対効果等も踏まえ、現実的に社会実装が期待できるものか
■ 先進的なソリューションであるか（先行事例との比較 など）

■ 社会実装や他地域への横展開に向けた具体的かつ現実的なビジョンが
あるか（地域の連携体制が構築されているか など なお、複数年にわたる実証の場合は、
複数年分の計画を提示することで実装・横展開を評価）

□ 主な加点評価項目
・スタートアップが参画し、その技術などを活用する取組であるか
・「デジ活」中山間地域に登録済又は登録申請中であるか
・プロジェクトの自走化の担い手として地域ICT企業が参画しているか
・地域におけるデータセンターを活用する取組であるか
・幅広い地域での共同利用を促進するソリューションであるか など

＜事業規模の目安＞
1千万円～１億円程度/件（年間）
※ 複数年(２年間)の実証期間も設定可能。ただし、

２年目の予算を確約するものではありません。
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令和8年度事業
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地 域 社 会DX推 進 パ ッ ケ ージ事 業

【② -１ 先進的通信システム活用タイプ】（予算： 2 6億円程度）

衛星通信やオール光ネットワークをはじめとする新 し い 通 信 技 術を活用した、次の社会実証
を支援します。
a )全国の各地域が共 通 に 抱 え る 地 域 課 題 の 解 決に資する先進的なソリューション
b )特に地域の人材不足に起因する課題解決のための、地 場 企 業 の 事 業 活 動 の 効 率 化 ・

合 理 化に資する先進的なソリューシ ョン

＜実施形態＞
請負（定額）

＜実施主体＞
地方公共団体、企業・団体など

＜対象となる通信技術＞
・衛星直接通信
・APN（オール光ネットワーク）
・HAPS（成層圏プラットフォーム）
・Wi-Fi HaLow／7
・ローカル５Ｇ

などの新たな通信技術※

※上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

＜提案評価の観点例＞
 全国の各地域が共通に抱える課題の解決に資するものであるか
又は地場企業の事業活動の効率化・合理化に資するものであるか

■ 新しい通信技術を活用するものであるか
（当該通信技術を選択することに関する他の通信技術との比較分析 など）

■ 費用対効果等も踏まえ、現実的に社会実装が期待できるものか
■ 先進的なソリューションであるか（先行事例との比較 など）

■ 社会実装や他地域への横展開に向けた具体的かつ現実的なビジョンが
あるか（地域の連携体制が構築されているか など なお、複数年にわたる実証の場合は、
複数年分の計画を提示することで実装・横展開を評価）

□ 主な加点評価項目
・スタートアップが参画し、その技術などを活用する取組であるか
・「デジ活」中山間地域に登録済又は登録申請中であるか
・プロジェクトの自走化の担い手として地域ICT企業が参画しているか
・地域におけるデータセンターを活用する取組であるか
・幅広い地域での共同利用を促進するソリューションであるか など

＜事業規模の目安＞
1千万円～１億円程度/件（年間）
※ 複数年(２年間)の実証期間も設定可能。ただし、

２年目の予算を確約するものではありません。
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地 域 社 会DX推 進 パ ッ ケ ージ事 業

【②-１ 先進的通信システム活用タイプ】
シンボルプロジェクト枠について
先進的通信技術のうち新たに対象とする衛星直接通信、A P N、H A P Sを活用する実証に
ついては、事業規模を5億円程度までに引き上げたシンボルプロジェクト枠を設定します。提
案に際しては、以下の追加要件を設けます。

＜実施形態＞

請負（定額）

＜実施主体＞
地方公共団体、企業・団体など

＜対象となる通信技術＞

＜事業規模の目安＞
上限5億円程度/件(年間)

※ ２件程度の採択を予定
※※ 複数年(２年間)の実証期間も設定可能。ただし、

２年目の予算を確約するものではありません。

（代表機関）NTTドコモビジネス
（実施地域）石川県能登地域等
国内初となるHAPS実装に向けて段階
的に技術検証・ソリューションの有用性
検証を実施する。

（代表機関）KDDI

（実証地域）石川県、徳島県ほか
災害時や不感地帯においてもドローン
ポートを活用するため地勢・気候等によっ
て通信品質が異なる可能性がある衛星
直接通信の活用において、環境条件と
ユースケース毎に通信手段の最適な組み
合わせ・運用を検証する。

【本年度採択案件】

・衛星直接通信
・APN（オール光ネットワーク）
・HAPS（成層圏プラットフォーム）
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おわりに



21地域社会DXを進めていくために

• 「地域社会DX」を通じたFuture-readyな
社会の実現

• 高性能AIによる脅威に対するサイバーセ
キュリティ対策について
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